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目的　本研究の目的は，不意に少量漏れてしまう軽度尿失禁を有する地域在住高齢者の実態，対応
および相談意向について明らかにすることである。

方法　2018年 6 月～2019年 3 月に全国 9 都道府県33会場の健康づくりと排尿に関する地域の健康講
座等に参加した地域在住高齢者のうち，要介護認定を受けていない60歳以上を対象とした。解
析対象は482人（男性98人，女性384人）とした。調査方法は，自記式質問紙法により，基本属
性，尿失禁経験の有無，現在の尿失禁の対応方法，今後の相談意向，尿失禁専用パッドの認知
および使用経験，尿失禁用商品を販売するドラッグストアの利用頻度等について回答を得た。

結果　尿失禁経験率は全体で69.9％，男性58.3％，女性73.0％であった。尿失禁専用パッドの認知
率は全体で87.4％，男性76.0％，女性90.3％で，尿失禁の対応は「特に何もしていない」が最
多であった。男女で対応に差がみられ，男性は「特に何もしていない」割合が女性より多かっ
た。女性は「尿失禁専用パッドを使用」「生理用ナプキンを使用」が男性よりも多かった。尿
失禁についての相談意向ありは65.1％であった。尿失禁経験なしの者にも60.6％の相談意向が
みられた。尿失禁経験者における尿失禁についての相談意向の影響要因についてロジスティッ
ク回帰分析を行った結果，性別に有意差は認めず，「ドラッグストア利用頻度」（オッズ比2.10，
95％信頼区間：1.11-3.97）のみに有意差が認められた。

結論　地域在住高齢者自身が，状態像に合わせた尿失禁の具体的な対応方法や用品の選択と使用に
ついて知識を豊かにすることが必要であることが示唆された。地域生活の持続可能性を高める
ために，尿失禁用商品を販売するドラッグストアも含め，地域で状態像に合わせた，個別の相
談対応先の体制整備が重要である。併せて相談意向がない尿失禁経験者のスクリーニング体制
の整備も重要と考える。

キーワード　尿失禁，地域在住高齢者，相談，意向，尿失禁専用パッド，個別支援

Ⅰ　緒　　　言

　尿失禁とは意図せずに尿が漏れる状態・症状
を指し，その量や頻度は問われない。加齢に伴
い，高齢者の多くは腎臓や膀胱，尿道の機能が
低下し，尿を濃縮する機能の低下，膀胱容量の
減少，尿道括約筋の筋力低下から尿失禁等の排
尿障害をきたしやすい1）。

　尿失禁の主な種類には，強い尿意を抑制でき
ず漏れる切迫性尿失禁，腹圧がかかったときに
漏れる腹圧性尿失禁，残尿がじわじわ漏れる溢
流性尿失禁，排泄動作ができず漏れる機能性尿
失禁がある2）。尿失禁の割合は加齢に伴い増加
し，女性の方が男性よりも尿失禁の経験率が高
いとの報告がある3）。わが国において，尿失禁
を有する者（週 1 回以上）は，切迫性尿失禁
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580万人，腹圧性尿失禁540万人という報告4）が
ある。尿失禁の重症度の判定については，標準
的な評価方法は定まっていない2）が，咳やく
しゃみ等での少量の尿漏れを含む尿失禁は軽度
と考えられる。尿失禁は命にかかわる症状では
ないが，外出など他者との交流頻度に影響す
る5）-7）との報告，うつ傾向との関連8），尿失禁に
対する不安と閉じこもりとの関連9），尿失禁と
高齢者のフレイルとの関連10）11）も報告されてお
り，軽度であるからといって，軽視できないと
いえる。
　歩行や認知などは自立している高齢者におい
ても，尿失禁があることで，容易に要介護状態
や社会的孤立へ移行する危険性が危惧される。
閉じこもりや介護状態に陥らないようにするた
めに，尿失禁への対応が重要と考える。
　尿失禁の対応は，医療機関では，投薬や骨盤
底筋訓練の体操指導，重度では手術に至るが，
本間ら4）の報告によると，40歳以上の住民10,096
人を対象にした調査では，尿失禁を含む排尿の
問題での医療機関への受診率は18％にとどまっ
ている。また高齢の場合，手術は負担，投薬は
人によって副作用があるため，不意に少量漏れ
てしまう軽度尿失禁に対する対応としては，必
ずしも最適であるとは限らない。軽度尿失禁に
対して個人で出来る対応としては，尿失禁用商
品の使用がある。尿失禁用商品には，尿失禁専
用パッドや超薄型パンツタイプ紙おむつ，布製
失禁用防水下着等があるが，軽度尿失禁の対応
を自己決定できる地域在住高齢者が，尿失禁専
用パッドを含めてどのように対応しているのか，
男女で違いがあるのか，尿失禁に対する相談意
向があるかは，先行研究が乏しく，詳細は不明
である。
　今後増加する地域在住高齢者の自立支援やフ
レイル予防および介護予防を考える上で，地域
在住高齢者の尿失禁の意識および実態を把握す
ることは，尿失禁用商品のあり方や相談意向へ
の対応といった課題に対する基礎資料を得られ
ると考える。そこで本研究は， 地域在住高齢者
における，不意に少量漏れてしまう軽度尿失禁
への対応と相談意向を明らかにすることを目的

とした。

Ⅱ　研　究　方　法

（ １）　用語の操作的定義
　軽度尿失禁を「男性の排尿後のちょっと漏れ
も含み，男女問わず少量の尿が意図せず漏れる
状態」と定義した。従って，尿量は問わない。

（ 2）　調査対象者の選定と調査方法
　無記名の自記式質問紙調査を行った。全国 9
都道府県において，区や市等が主催，協力する
健康づくりと排尿に関する講座等の会場33カ所
で配布回収した。講座主催者に対して研究依頼
を口頭もしくは文書にて行い，承諾書の提出に
より同意が得られた講座主催者に，調査票一式
を郵送または手渡しし，参加対象者への配布を
依頼し，自記式質問紙法とした。
　調査対象は，機縁法により協力を得られた，
地域の健康に関する講座の参加者のうち，要介
護認定を受けていない60歳以上の地域在住高齢
者とした。高齢者の尿失禁実態を調査したもの
として，60歳以上を対象とする国内外の先行研
究3）12）があることより，60歳以上と操作的に定
義した。尿失禁経験の実態を把握するため，尿
失禁経験あり群と尿失禁経験なし群に分けた。
60歳未満の回答者および未記入などの欠損デー
タを除いた482人を分析対象とした。調査期間
は2018年 6 月29日から2019年 3 月31日である。

（ ３）　調査内容
　対象者の属性，尿失禁に関する意識および実
態について独自の調査票を用いて調査した。対
象者の属性は，性別と年齢（10歳ごと）につい
て，尿失禁に関する意識実態は， 尿失禁専用
パッドの認知および使用経験，現在の尿失禁の
対応方法，尿失禁相談についての今後の相談意
向，尿失禁用商品を取り扱っているドラッグス
トアの利用頻度について調査した。
　尿失禁用商品は，ドラッグストアやスーパー
等で売られている。ドラッグストアは全国で約
2 万店あることから，住民の身近にあると考え
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ドラッグストアの利用頻度を項目に入れた。尿
失禁についての相談意向は， 5 件法で回答を得
た。「ぜひ相談したい／相談してもよい」と回
答した者を「相談意向あり群」「どちらともい
えない／あまり相談したくない／相談したくな
い」と回答した者を「相談意向なし群」とした。
年齢（10歳ごと）は（ 0 ：80代未満， 1 ：80代
以上），尿失禁専用パッドの認知は（ 0 ：なし，
1 ：あり），尿失禁専用パッドの使用経験の有
無は（ 0 ：なし， 1 ：あり），ドラッグストア
利用頻度は（ 0 ：週 1 回未満， 1 ：週 1 回以
上）として扱った。なお，ドラッグストア利用
頻度は，厚生労働省の介護予防チェックリス
ト13）および2020年から導入された後期高齢者の
検診項目14）で，外出頻度を週 1 回以上で問うて
いることより，週 1 回以上とした。

（ ４）　分析方法
　本研究で用いた変数の度数と割合を，尿失禁

に関する相談意向「あり群」と「なし群」別に
算出し，割合の比較にはχ2検定またはフィッ
シャーの正確確率検定を行った。
　多変量解析は，尿失禁についての相談意向の
「あり群」と「なし群」を従属変数とし，性別，
年齢（10歳ごと），尿失禁専用パッドの認知，
ドラッグストア利用頻度の 4 項目を独立変数と
して，ロジスティック回帰分析（強制投入法）
を行った。Pearsonの相関係数を用い，多重共線
性の確認を行った。すべての統計処理には統計
ソフトIBM SPSS Statistics Ver.25 for Windows
を用いた。両側検定で有意水準は 5 ％未満とし，
イェーツの連続性補正を行った。

（ ５）　倫理的配慮
　本研究は，国際医療福祉大学の研究倫理審査
委員会の承認を得て実施した （承認番号17-Ig-
90）。対象者に対して，調査目的，内容，利益，
不利益，匿名性，参加および途中辞退， 本調査

への参加・協力に関しては，
調査票の提出をもって同意し
たものと判断する旨と白紙提
出による不利益は一切ないこ
と，本研究の目的以外には使
用しないこと，研究終了後は
データを破棄すること，結果
の公表についても質問紙に明
記し細心の配慮を行い実施し
た。

Ⅲ　結　　　果

（ １）�　分析対象者の性別の比較
　性別でみた対象者の概要表
を示す（表 １）。尿失禁経験
率は，全体で318人（69.9％），
男性56人（58.3％），女性262
人（73.0％）であった。尿失
禁専用パッドの認知率は全体
で409人（87.4％），男性73人 
（76.0％），女性336人（90.3 
％）で，一度でも使用したと

表 １　性別で比較した基本的属性および関連項目
（単位　人，（　）内％）

総数 男性 女性 ｐ値
合計 482（100.0） 98（20.3） 384（79.7）
年齢（10歳ごと）（ｎ＝482）

60代 115（　23.9） 29（29.6） 86（22.4）
0.280　　　70代 227（　47.1） 45（45.9） 182（47.4）

80代以上 140（　29.0） 24（24.5） 116（30.2）
尿失禁経験の有無（ｎ＝455）

ある 318（　69.9） 56（58.3） 262（73.0） 0.006**　ない 137（　30.1） 40（41.7） 97（27.0）
尿失禁専用パッドの認知（ｎ＝468）

知らなかった 59（　12.6） 23（24.0） 36（　9.7） 0.000***知っていた 409（　87.4） 73（76.0） 336（90.3）
尿失禁専用パッドの使用経験
（ｎ＝468）

ない 305（　65.2） 80（83.3） 225（60.5） 0.000***ある 163（　34.8） 16（16.7） 147（39.5）
ドラッグストア利用頻度（ｎ＝449）

週に 1 ～ 2 回以上 82（　18.3） 17（17.7） 65（18.4）
0.002**ｂ月に 1 ～ 2 回 242（　53.9） 39（40.6） 203（57.5）

半年に 1 ～ 2 回以下 81（　18.0） 29（30.2） 52（14.7）
行かない 44（　　9.8） 11（11.5） 33（　9.3）

ドラッグストアで尿失禁用商品を
見た経験の有無（ｎ＝421）

専用パッドを見たことがある 100（　23.8） 11（12.4） 89（26.8）
0.000***紙パンツを見たことがある 83（　19.7） 25（28.1） 58（17.5）

どちらも見たことはある 150（　35.6） 14（15.7） 136（41.0）
見たことはない 88（　20.9） 39（43.8） 49（14.8）

尿失禁についての相談意向
（ｎ＝441）

ぜひ相談したい 134（　30.4） 26（27.7） 108（31.1）

0.287ｂ　　
相談してもよい 153（　34.7） 29（30.9） 124（35.7）
どちらともいえない 92（　20.9） 22（23.4） 70（20.2）
あまり相談したくない 38（　　8.6） 13（13.8） 25（　7.2）
相談したくない 24（　　5.4） 4（　4.3） 20（　5.8）

注　1）　χ2検定，***ｐ＜0.001，**ｐ＜0.01，ｂ：Fisherの正確確率検定
　　2）　項目により欠損値あり
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いう使用経験率は，全体で
163人（34.8％），男性16人
（16.7％），女性147人（39.5 
％）であった。尿失禁につ
いての相談意向あり（「ぜ
ひ相談したい」「相談して
もよい」の合計）は，全体
で287人（65.1％），男性55
人（58.5 ％）， 女 性232人
（66.9％）であった。
　尿失禁用商品を販売して
いるドラッグストアの利用
頻 度 が「 月 に 1 ～ 2 回 以
上」は全体で324人（72.2％），
男性56人（58.3％），女性
268人（75.9％）であった。
また，ドラッグストアで尿
失禁用商品を見たことがあ
る 割 合 は， 全 体 で333人
（79.1％），男性50人（56.2 
％），女性283人（85.2％）
であった。
　性別との関連をχ2検定またはフィッシャー
の正確確率検定を行った結果，有意差がみられ
たのは，「尿失禁経験の有無」（ｐ＝0.006），尿
失禁専用パッドの認知（ｐ＜0.001），尿失禁専
用パッドの使用経験（ｐ＜0.001），ドラッグス
トア利用頻度（ｐ＝0.002），ドラッグストアで
尿失禁用商品を見た経験の有無（ｐ＜0.001）
であった。

（ 2）　尿失禁の経験有無別の比較
　尿失禁経験の有無別に，対象者の概要表を示
す（表 2）。ドラッグストアで尿失禁用商品を
見たことがある割合は，尿失禁経験あり群で
230人（80.7％），尿失禁経験なし群91人（75.2 
％）であった。
　尿失禁についての相談意向あり（「ぜひ相談
したい／相談しても良い」の合計）は，尿失禁
経験あり197人（66.8％），尿失禁経験なしの者
で86人（60.6％）であった。
　年齢（10歳ごと）（ｐ＝0.028），ドラッグス

トアで尿失禁用商品を見た経験の有無（ｐ＝
0.009）に有意差がみられた。

（ ３）　尿失禁の現在の対応方法
　性別にみると，男性は「特に何もしていな
い」36人（75.0％）が最も多く，次いで「水分
を控える」 5 人（10.4％），続いて「パンツタ
イプ紙おむつを使用」 3 人（6.3％）であった。
女性は「尿失禁専用パッドを使用」と「特に何
もしていない」が58人（27.6％）で最多で，次
いで「生理用ナプキンを使用」54人（25.7％）
であった。

表 2　尿失禁経験の有無別で比較した基本的属性および関連項目
（単位　人，（　）内％）

総数 尿失禁
経験あり

尿失禁
経験なし ｐ値

合計 455（100.0） 318（69.9） 137（30.1）
年齢（10歳ごと）（ｎ＝455）

60代 113（　24.8） 72（22.6） 41（29.9）
0.028**70代 215（　47.3） 146（45.9） 69（50.4）

80代以上 127（　27.9） 100（31.4） 27（19.7）
尿失禁専用パッドの認知（ｎ＝447）

知らなかった 55（　12.3） 34（10.8） 21（15.9） 0.155　　知っていた 392（　87.7） 281（89.2） 111（84.1）
尿失禁専用パッドの使用経験
（ｎ＝446）

ない 288（　64.6） 168（53.5） 120（90.9） 0.780　　ある 158（　35.4） 146（46.5） 12（　9.1）
ドラッグストア利用頻度（ｎ＝428）

週に 1 ～ 2 回以上 78（　18.2） 55（18.4） 23（17.8）
0.509　　月に 1 ～ 2 回 231（　54.0） 157（52.5） 74（57.4）

半年に 1 ～ 2 回以下 77（　18.0） 57（19.1） 20（15.5）
行かない 42（　　9.8） 30（10.0） 12（　9.3）

ドラッグストアで尿失禁用商品を
見た経験の有無（ｎ＝406）

専用パッドを見たことがある 98（　24.1） 82（28.8） 16（13.2）
0.009**紙パンツを見たことがある 79（　19.5） 51（17.9） 28（23.1）

どちらも見たことはある 144（　35.5） 97（34.0） 47（38.8）
見たことはない 85（　20.9） 55（19.3） 30（24.8）

尿失禁についての相談意向（ｎ＝437）
ぜひ相談したい 128（　29.3） 90（30.5） 38（26.8）

0.539　　
相談してもよい 155（　35.5） 107（36.3） 48（33.8）
どちらともいえない 90（　20.6） 60（20.3） 30（21.1）
あまり相談したくない 41（　　9.4） 23（　7.8） 18（12.7）
相談したくない 23（　　5.3） 15（　5.1） 8（　5.6）

注　1）　χ2検定，**ｐ＜0.01
　　2）　項目により欠損値あり

表 ３　尿失禁経験者の現在の対応方法（性別）（ｎ＝2５8）
女性 男性

検定人数
（ｎ＝210）

割合
（％）

人数
（ｎ＝48）

割合
（％）

特に何もしていない 58 27.6 36 75.0 **
尿失禁専用パッドを使用 58 27.6 　2 4.2 **
生理用ナプキンを使用 54 25.7 　1 2.1 **
骨盤底筋体操 15 7.1 　1 2.1 n.s.
トイレに頻繁に行く 14 6.7 　1 2.1 n.s.
水分を控える 13 6.2 　5 10.4 n.s.
パンツタイプ紙おむつを使用 　5 2.4 　3 6.3 n.s.
注　複数回答，Fisherの正確確率検定，**ｐ＜0.01，n.s.有意差なし
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　また，尿失禁経験者において，現在の対応方
法と性別との関連をみるために，対応方法ごと
に，クロス集計後χ2検定およびフィッシャー
の正確確率検定を行った。「特に何もしていな
い」「尿失禁専用パッドを使用」「生理用ナプキ
ンを使用」は性別との間に 1 ％水準で有意差が
みられた。「特に何もしていない」は男性に有
意に多く，「尿失禁専用パッドを使用」「生理用
ナプキンを使用」は女性に有意に多い傾向がみ
られた（表 ３）。
　年齢別にみると，80代未満は「特に何もして
いない」71人（37.8％）が最多で，次いで「尿
失禁専用パッドを使用」45人（23.9％），続い
て「生理用ナプキンを使用」36人（19.1％）で
あった。80代以上は「特に何もしていない」25
人（31.6％）が最も多く，次いで「生理用ナプ
キンを使用」21人（26.6％），続いて「尿失禁
専用パッドを使用」15人（19.0％）であった。
「骨盤底筋体操」は80代以上に有意に低い傾向
がみられた（表 ４）。

（ ４）　尿失禁についての相談意向の関連要因
　尿失禁経験者における「尿失禁についての相
談意向」に関連する要因を検討するため，ロジ
スティック回帰分析を行った結果を示す（表

５）。「尿失禁についての相談意向」を従属変数
とし，性別，年齢（10歳ごと），尿失禁専用
パッドの認知，ドラッグストア利用頻度の 4 項
目を独立変数としたロジスティック回帰分析
（強制投入法）を行った結果，性別に有意差は
認めず，「ドラッグストア利用頻度」（オッズ比
2.10，95％信頼区間：1.11-3.97）のみに有意
差が認められた。なお，投入した独立変数には
多重共線性は認められなかった。

Ⅳ　考　　　察

（ １）　地域在住高齢者の軽度尿失禁の実態
　地域在住高齢者の尿失禁の経験率は69.9％で，
男性は58.3％，女性は73.0％であることが明ら
かになった。先行研究では，井上ら15）は地域在
住女性高齢者で66.4％，金ら16）は地域在住女性
高齢者の尿失禁が43.5％，吉田ら17）は地域在住
高齢男女で尿失禁が19.1％と報告しており，今
回の結果は，井上らの報告よりも高かった。尿
失禁の定義が文献ごとに異なり，本研究は，男
性の滴下など軽い尿漏れも含んでいることと，
健康づくりと排泄に関する地域の講座会場で調
査票を配布していることから，尿失禁に関心が
ある対象者が多かったことが今回調査で尿失禁
経験率が高かった一因と推察される。
　尿失禁への対応については， 7 割以上が生理
用ナプキンを使用したり，あるいは対策をとっ
ていないという調査結果18）が企業より報告され
ている。この報告の対象は不明であり，単純に
比較出来ないが，本研究は，女性は低く，男性
は同等の結果であった。「特に何もしていな
い」が多い男性に対する情報訴求の必要性が推
察された。

　尿失禁用商品として尿失
禁専用パッドがある。尿失
禁経験者においては，その
認知率は89.2％と高かった
が，使用経験は46.5％にと
どまった。尿失禁経験者に
おける尿失禁専用パッドの
認知率は性別で有意な差が

表 ４　尿失禁経験者の現在の対応方法（年齢別）（ｎ＝267）
80代未満 80代以上

検定人数
（ｎ＝188）

割合
（％）

人数
（ｎ＝79）

割合
（％）

特に何もしていない 71 37.8 25 31.6 n.s.
尿失禁専用パッドを使用 45 23.9 15 19.0 n.s.
生理用ナプキンを使用 36 19.1 21 26.6 n.s.
骨盤底筋体操 14 7.4 　2 2.5 *
水分を控える 11 5.9 　8 10.1 n.s.
トイレに頻繁に行く 　4 2.1 　3 3.8 n.s.
パンツタイプ紙おむつを使用 　5 2.7 　4 5.1 n.s.
注　複数回答，Fisherの正確確率検定，*ｐ＜0.05，n.s.有意差なし

表 ５　尿失禁経験者における尿失禁についての相談意向の影響要因（ｎ＝27４）

β 有意確率
（ｐ値）オッズ比

オッズ比の
95％信頼区間
下限 上限

性別（ 0 ：男性， 1 ：女性） -0.05 0.89 0.95　 0.48 1.88
年齢（ 0 ：80代未満， 1 ：80代以上） -0.36 0.22 0.70　 0.40 1.24
尿失禁専用パッドの認知（ 0：なし，1：あり） -0.18 0.66 0.83　 0.37 1.88
ドラッグストア利用頻度（ 0：週 1 回未満，1：週 1 回以上） 0.74 0.02 2.10* 1.11 3.97
注　1）　*ｐ＜0.05
　　2）　ロジスティック回帰分析（強制投入法），β：標準回帰係数
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みられ，男性は尿失禁用商品を知らない者が有
意に多かった。二宮ら19）は，約65％の女性が生
理用ナプキンなどパッドを当てることにより対
処していると報告している。今回の結果では，
尿失禁の対応として「生理用ナプキンを使用」
が約20％みられた。生理用ナプキンの慣れによ
り，パッドに対する否定的な認識はないとの報
告20）もあるように，尿失禁量が少ない場合，下
着に何らかの対処品を用いることに，女性は抵
抗がないと推察されるが，尿失禁用商品の使用
に至らない現状があるともいえる。費用の点に
ついてみると，まず生理用ナプキンは，ドラッ
グストアでは，安価なものでは単価 5 円程度で
販売されており，尿失禁専用パッドは単価15円
程度での販売が確認された。専用品は生理用ナ
プキンに比して単価が高いことも，尿失禁用商
品の使用に至らない一因であると推察される。
しかし，経血の吸収を目的としている生理用ナ
プキンでは尿失禁量が吸収量を超過する等のた
め，かゆみや発赤等皮膚トラブルを有して困っ
ている様子が伺えたとの報告21）もある。高齢者
本人が尿失禁の対応について理解した上で高齢
者自身で選択し，外出を可能にするために，情
報提供と商品選択に関する相談をしやすい体制
や購入しやすい体制づくりが必要であるといえ
る。

（ 2）　地域在住高齢者の軽度尿失禁の相談意向
　尿失禁についての相談意向は，全体で65.1％
で，男女別および尿失禁経験有無別でみても約
6 割みられた。尿失禁についての相談先の確保
が必要であることが示唆された。山崎22）は， 老
人大学の受講生においては，尿失禁に関心を
持っている人のほうが，尿失禁について話題に
しても恥ずかしくないと考えている傾向があり，
男性より女性の方が講演会の出席や相談に積極
的で，より深い知識を得たいと考えている傾向
があると報告しているが，今回の結果も，関心
があるから健康に関する講座に参加するなど，
さらに情報を得たいと考え，相談したい意向が
あると推察される。一方，「特に何もしていな
い」「相談意向がない」人に対して，いかに個

人に合った対応に結び付けるかは課題である。
　他方，ドラッグストアの利用頻度は相談意向
と関連がみられた。ドラッグストアで商品を見
た経験によっても違いがみられ，全国で約 2 万
店あるドラッグストアが，尿失禁の啓発に力を
入れることで相談意向を持つ者が増える可能性
があると考える。

（ ３）　軽度尿失禁の相談支援の方向性と課題
　わが国では今後，高齢者の増加が見込まれ，
尿失禁症状を有する高齢者も地域で増加が予想
される。住み慣れた地域で暮らし続けるという
地域包括ケアシステムが推進される中，佐藤23）

は，地域包括ケアにおける排泄ケアの多職種連
携による推進を目指した活動が，看護職を中心
として地道に行われていると報告している。こ
のような集団での対応事例はあるが，尿失禁の
症状に個人差がみられることからも，画一的な
情報提供にとどまることなく，その人に適した
具体的な尿失禁の対応方法を紹介する個別支援
の体制が必要であると考える。
　東畠24）は，福祉用具は，公的制度の対象範囲
だけではなく，生活環境を支援する道具・用具
であり，紙おむつなどの消耗品を含むものと定
義しているが，消耗品である尿失禁用商品も，
筆者はそれに該当すると考えており，尿失禁用
商品の選定に関する相談拠点は必要である。
　竹田ら25）は，尿失禁についての個別の支援の
必要性について述べており，西村ら5）は，尿失
禁については，個別の相談場所の設置が必要で
あると指摘しているが，同感である．尿失禁の
相談支援においては，不特定の人を対象にした
相談窓口のみならず，地域でその人に合わせた
個別支援ができる相談支援の拠点が必要である。
　本研究の限界として，本調査は，特定の地域
の健康講座の会場で調査票を配布・回収したこ
ともあり，今回の結果を一般化するには限界が
ある。しかしながら，60歳以上の地域在住高齢
者の横断研究として，軽度尿失禁に関する意識
および実態に焦点を当て，尿失禁経験率や属性
との関連，尿失禁専用パッドの認知や使用経験，
相談意向との関連などが明らかになったことは
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意義があると考えたい。また，尿失禁専用パッ
ドの認知率は高いのに対し，実際に使用してい
ない実態が明らかになったが，尿失禁専用パッ
ドの使用に助言を必要とするか，尿失禁の相談
支援がどのようにあるべきかについては，さら
なる調査が必要であり，今後の課題である。

Ⅴ　結　　　語

　今回，地域在住高齢者の尿失禁の経験率は
69.9％で，先行研究より高い集団を対象に調査
を行ったところ，女性は「尿失禁専用パッドを
使用」「生理用ナプキンを使用」が，男性は
「特に何もしていない」が多く，商品認知およ
び対応に性差がみられた。年齢別では，「骨盤
底筋体操」に有意差がみられた。また，尿失禁
経験者において，尿失禁専用パッドの認知は
89.2％あるものの，使用経験は46.5％にとどま
り，尿失禁対応の情報支援が必要であることが
示唆された。相談意向は，尿失禁経験者に66.8 
％，尿失禁経験なしで60.6％みられたことより，
尿失禁についての相談対応先の必要性が示唆さ
れた。尿失禁に関する相談先の体制整備により，
閉じこもりや介護予防による地域生活の持続可
能性の確保につながることが期待される。
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